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条 例

　 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 公 布 す る 。

　 　 平 成 二 十 五 年 七 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者 　 　 　 　 　 　 　

愛 知 県 知 事 　 大 村 　 秀 章 　

名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 八 号

　 　 　 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 三 十 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 二 条 第 二 項 第 二 号 中 「 に い う 」 を 「 第 一 条 に 規 定 す る 」 に 改 め 、 同 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

三 　 退 職 の 日 又 は そ の 翌 日 に 人 事 交 流 （ 管 理 者 が 定 め る も の に 限 る 。 ） に よ り 引 き 続 き 国 家 公 務 員 （ 国 家 公 務 員 退 職 手 当 法

（ 昭 和 二 十 八 年 法 律 第 百 八 十 二 号 ） 第 二 条 に 規 定 す る 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） と な つ た と き 。 た だ し 、 そ の 者 の 職 員 と し

て の 勤 続 期 間 が 、 国 の 退 職 手 当 に 関 す る 規 定 に よ り 国 家 公 務 員 と し て の 勤 続 期 間 に 通 算 さ れ る こ と に 定 め ら れ て い な い

と き は 、 こ の 限 り で な い 。

　 第 七 条 第 五 項 中 「 の 各 号 」 を 削 り 、 同 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

四 　 国 家 公 務 員 が 、 人 事 交 流 （ 管 理 者 が 定 め る も の に 限 る 。 ） に よ り 引 き 続 き 職 員 と な つ た 場 合 に お け る 国 の 退 職 手 当 に 関

す る 規 定 に よ り こ の 条 例 に 規 定 す る 退 職 手 当 に 相 当 す る 給 付 の 算 定 の 基 礎 と な る 在 職 期 間

　 第 七 条 第 六 項 中 「 、 当 該 地 方 公 共 団 体 」 を 「 は 当 該 地 方 公 共 団 体 か ら 、 同 項 第 四 号 の 場 合 に お い て は 国 」 に 改 め る 。

　 第 八 条 第 一 項 中 「 （ 昭 和 二 十 八 年 法 律 第 百 八 十 二 号 ） 」 を 削 る 。

　 　 　 附 　 則

　 こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

　 名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 部 局 組 織 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

　 　 平 成 二 十 五 年 七 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者 　 　 　 　 　 　 　

愛 知 県 知 事 　 大 村 　 秀 章 　

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 六 号

　 　 　 名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 部 局 組 織 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 （ 名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 部 局 組 織 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 　 名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 部 局 組 織 規 則 （ 平 成 八 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 二 十 九 条 第 三 項 中 「 担 当 部 長 」 を 「 理 事 、 担 当 部 長 」 に 改 め 、 同 条 第 四 項 中 「 参 事 」 を 「 理 事 若 し く は 参 事 」 に 改 め

る 。

　 （ 名 古 屋 港 管 理 組 合 公 印 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 　 名 古 屋 港 管 理 組 合 公 印 規 則 （ 昭 和 三 十 六 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

規 則
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　 　 　 　 　 「

 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　       　 　 　 　 　  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　 　 　 　 　 　 　 」

　 「

 
　

   　 　 　 　 　 　 　 　  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 」

　 （ 管 理 職 手 当 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 三 条 　 管 理 職 手 当 規 則 （ 昭 和 四 十 一 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 別 表 管 理 者 の 事 務 部 局 の 項 中 「 及 び 室 長 」 を 「 、 室 長 及 び 理 事 」 に 改 め る 。

　 （ 職 員 の 職 の 設 置 に 関 す る 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 四 条 　 職 員 の 職 の 設 置 に 関 す る 規 則 （ 昭 和 四 十 二 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 三 条 第 一 項 中 「 冠 し た も の （ 」 の 下 に 「 理 事 、 」 を 加 え 、 同 項 第 一 号 中 「 室 長 」 の 下 に 「 、 理 事 」 を 加 え る 。

　 　 第 四 条 中 「 参 事 」 を 「 理 事 若 し く は 参 事 」 に 改 め る 。

　 　 　 　 　 　 　 「

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 」

　 　 「

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 に 改 め る 。 
  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　         　 」 

　 　 　 附 　 則

　 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

　 勤 務 時 間 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

　 　 平 成 二 十 五 年 七 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者 　 　 　 　 　 　 　

愛 知 県 知 事 　 大 村 　 秀 章 　

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 七 号

　 　 　 勤 務 時 間 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 勤 務 時 間 及 び 休 暇 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 二 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 四 条 第 一 項 第 二 号 中 「 昭 和 三 十 一 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 四 号 」 の 下 に 「 。 以 下 「 退 職 手 当 規 則 」 と い う 。 」 を 加 え 、

同 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

　 五 　 国 家 公 務 員 で 退 職 手 当 規 則 第 三 条 第 五 項 に 規 定 す る 事 由 に 該 当 し て 職 員 と な る こ と と な る 者

を一般文書用方 ２３れい書部（室）長印別 表 中
名 古 屋 港

管 理 組 合

（ 何 ）部（ 室 ）長 印

特 に 管 理 者 が 命 ず る 事 務 を 掌 理 す る

。

参 事別 表 第 四 中

特 に 管 理 者 が 命 ず る 部 又 は 室 全 般 に 係 る 事 務 を 掌 理 す る

。

理 事

を

特 に 管 理 者 が 命 ず る 事 務 を 掌 理 す る

。

参 事

に 改 め る

。

一般文書用方 ２３れい書部（室）長印

一般文書用方 ２３れい書理事印

名 古 屋 港

管 理 組 合

（ 何 ）部（ 室 ）長 印

名 古 屋 港

管 理 組 合

（何）部（室）理事印
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　 　 　 附 　 則

　 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

　 給 与 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

　 　 平 成 二 十 五 年 七 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者 　 　 　 　 　 　 　

愛 知 県 知 事 　 大 村 　 秀 章 　

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 八 号

　 　 　 給 与 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 給 与 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 二 十 三 条 第 二 号 中 「 昭 和 三 十 一 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 四 号 」 の 下 に 「 。 以 下 「 退 職 手 当 規 則 」 と い う 。 」 を 加 え 、

同 条 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

　 五 　 国 家 公 務 員 で 退 職 手 当 規 則 第 三 条 第 五 項 に 規 定 す る 事 由 に 該 当 し て 職 員 と な る こ と と な る 者

　 第 二 十 四 条 第 一 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

　 五 　 退 職 手 当 規 則 第 一 条 に 規 定 す る 事 由 に 該 当 し て 国 家 公 務 員 と な つ た 者

　 　 　 附 　 則

　 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

　 住 居 手 当 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

　 　 平 成 二 十 五 年 七 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者 　 　 　 　 　 　 　

愛 知 県 知 事 　 大 村 　 秀 章 　

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 九 号

　 　 　 住 居 手 当 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 住 居 手 当 規 則 （ 昭 和 四 十 六 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 二 条 第 一 項 中 「 第 四 項 」 を 「 第 三 項 」 に 改 め 、 同 条 第 三 項 中 「 名 古 屋 市 の 職 員 又 は 」 を 「 名 古 屋 市 の 職 員 、 」 に 改 め 、

「 規 定 す る 者 」 の 下 に 「 又 は 国 家 公 務 員 」 を 加 え る 。

　 　 　 附 　 則

　 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

　 単 身 赴 任 手 当 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

　 　 平 成 二 十 五 年 七 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者 　 　 　 　 　 　 　

愛 知 県 知 事 　 大 村 　 秀 章 　

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 十 号

　 　 　 単 身 赴 任 手 当 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 単 身 赴 任 手 当 規 則 （ 平 成 二 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 五 条 第 一 号 及 び 第 七 号 中 「 名 古 屋 市 の 職 員 又 は 」 を 「 名 古 屋 市 の 職 員 、 」 に 改 め 、 「 規 定 す る 者 」 の 下 に 「 又 は 国 家 公

務 員 」 を 加 え る 。

　 　 　 附 　 則

　 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

　 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

　 　 平 成 二 十 五 年 七 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者 　 　 　 　 　 　 　

愛 知 県 知 事 　 大 村 　 秀 章 　

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 十 一 号

　 　 　 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 一 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 一 条 中 「 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 三 十 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号 。 以 下 「 条 例 」 と い う 。 ） 」 を 「 条 例 」

に 改 め 、 同 条 を 第 一 条 の 二 と し 、 同 条 の 前 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

　 （ 人 事 交 流 の 範 囲 ）

第 一 条 　 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 三 十 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号 。 以 下 「 条 例 」 と い う 。 ） 第 二 条 第 二 項 第 三

号 に 規 定 す る 「 管 理 者 が 定 め る も の 」 と は 、 国 家 公 務 員 が 、 そ の 任 命 権 者 又 は そ の 委 任 を 受 け た 者 の 要 請 に 応 じ 、 国 家 公

務 員 へ の 復 帰 を 前 提 に 、 引 き 続 い て 職 員 と な る た め 退 職 し 、 か つ 、 引 き 続 き 職 員 と し て 在 職 し た 後 引 き 続 い て 再 び 国 家 公

務 員 と な つ た も の と す る 。

　 第 三 条 第 一 項 中 「 の 各 号 」 を 削 り 、 同 条 第 三 項 中 「 第 六 十 八 条 第 一 項 」 を 「 第 百 四 条 」 に 改 め 、 同 条 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

５ 　 条 例 第 七 条 第 五 項 第 四 号 に 規 定 す る 「 管 理 者 が 定 め る も の 」 と は 、 国 家 公 務 員 が 、 そ の 任 命 権 者 又 は そ の 委 任 を 受 け た

者 の 要 請 に 応 じ 、 国 家 公 務 員 へ の 復 帰 を 前 提 に 、 引 き 続 い て 職 員 と な る た め 退 職 し 、 か つ 、 引 き 続 い て 職 員 と な つ た も の

と す る 。

　 　 　 附 　 則

　 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。
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名古屋港管理組合告示第１５号
　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２及び名古屋港管理組合港湾整備事業の設置等に関する条例（昭和４１年
名古屋港管理組合条例第１２号）第７条の規定に基づき、施設運営事業及び埋立事業の平成２４年１０月１日から平成２５年３月３１
日までの期間における業務の状況を次のとおり公表する。
　　平成２５年７月１日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　
愛知県知事　大村　秀章　

　　　名古屋港管理組合施設運営事業会計の業務の状況
１　事業の概況
　�　経営業務
　　　この期間中における各事業の収益額及び提供施設量は、次のとおりである。

　　　（注）提供施設量は、平成２５年３月３１日現在の数量であり、面積は、有効面積である。
　�　建設改良事業
　　ア　上屋整備事業
　　　　稲永ふ頭北３号上屋受変電設備改修工事を施工し、金城ふ頭５号上屋屋根裏改修工事を施工中である。
　　イ　荷役機械整備事業
　　　　飛島ふ頭南３号起重機改修工事を施工し、飛島ふ頭変電所第２期電圧変動補償装置の改修工事に着手した。
２　経理の状況
　�　平成２４年度予算に対する執行済額

告 示

提 供 施 設 量収 益 額区 分
円

一般使用 ２３棟 （ ９１，０９３㎡）
専用使用 １８棟 （ ３９，１８６㎡）
一般使用 １か所 （ ５０３，４５０㎡）
専用使用 ７か所 （ ９９５，４３０㎡）
 １０基

５６２，３７０，２００

１４０，８２９，３１６

５２７，０８４，９８５

上 屋 運 営 事 業

貯 木 場 運 営 事 業

荷役機械運営事業

備　　　　　考執　行　済　額予　算　額区　　　　分
円円

２，５８９，０８９，８２３
２，３２２，３９０，７６４

２，４８４，０００，０００
２，４９０，２３７，０００

（収益的収入及び支出）
施設運営事業収益
施設運営事業費用

資本的収入額が資本的支出額に不足する額
９８２，６８１，３０６円は、過年度分消費税及び地方消費
税資本的収支調整額３，４１１，９０５円、当年度分消費
税及び地方消費税資本的収支調整額２１，１０１，９４５
円及び過年度分損益勘定留保資金９５８，１６７，４５６円
で補てんした。

１４，１７５，０００
９９６，８５６，３０６

１４，１９５，０００
１，０３１，０００，０００

（資本的収入及び支出）
資 本 的 収 入
資 本 的 支 出
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　�　施設運営事業会計合計残高試算表
平成２５年３月３１日現在　

貸　　　　　　　　方
勘　定　科　目

借　　　　　　　　方

残　　高合　　計当　　期当　　期合　　計残　　高

円円円円円円

２１，７９６，３９０，３３０１，１５８，３０２，０７０固　定　資　産１，０５９，６３６，２５６３３，４３１，９５１，３２８１１，６３５，５６０，９９８

２１，７９４，９７８，６７９１，１５６，８９０，４１９  有形固定資産１，０５９，６３６，２５６３３，３７５，００８，２５７１１，５８０，０２９，５７８

１，４１１，６５１１，４１１，６５１  無形固定資産５６，９４３，０７１５５，５３１，４２０

６，１２８，２５９，９６６２，６４５，５４５，８１３流　動　資　産２，７３３，９１０，０３９９，７１５，７７９，１１１３，５８７，５１９，１４５

２，９６６，０３０，１８９１，２００，１９５，８３５  現 金 ・ 預 金１，３０４，０８６，６９２６，２８５，１９７，４５８３，３１９，１６７，２６９

３，０２０，４６６，４９１１，３０４，０８６，６９２  未 収 金１，３１７，９４８，８７０３，２６６，４２８，３６７２４５，９６１，８７６

１，３５２，８０９１，３５２，８０９  貯 蔵 品６，７２２，８０９５，３７０，０００

３２，５４７，５００３２，５４７，５００  前 払 金１５，６２０，０００４８，１６７，５００１５，６２０，０００

１０７，８６２，９７７１０７，３６２，９７７  その他流動資産９６，２５４，４７７１０９，２６２，９７７１，４００，０００

７０１，７７３，８１８３，８１５，８６４，７１３１，９３２，９５２，２０４流　動　負　債１，３３３，２９０，６９８３，１１４，０９０，８９５

６８５，１９１，１２１３，６４９，８２９，９３５１，８０１，１５３，８１４  未 払 金１，２００，１９５，８３５２，９６４，６３８，８１４

１６，５８２，６９７１６６，０３４，７７８１３１，７９８，３９０  その他流動負債１３３，０９４，８６３１４９，４５２，０８１

８，３８４，０９９，７２２８，８０６，８９５，４００資　　本　　金２１３，３７３，２２１４２２，７９５，６７８

８，１７３，１１０，９１５８，１７３，１１０，９１５  自 己 資 本 金

２１０，９８８，８０７６３３，７８４，４８５  借 入 資 本 金２１３，３７３，２２１４２２，７９５，６７８

５，９１１，９４８，９６８５，９１１，９４８，９６８剰　　余　　金

５，６００，９３０，９０９５，６００，９３０，９０９  資 本 剰 余 金

３１１，０１８，０５９３１１，０１８，０５９  利 益 剰 余 金

２，４７１，９２２，６７２２，５８９，１０４，３１９１，３０３，３１６，３０４施設運営事業収益１１７，１６７，１５１１１７，１８１，６４７

２，４６４，０３１，５６６２，５８１，１９６，８０８１，２９７，２３１，７１４  営 業 収 益１１７，１５０，７４６１１７，１６５，２４２

７，８９１，１０６７，９０７，５１１６，０８４，５９０  営 業 外 収 益１６，４０５１６，４０５

６３，０４１，５１６６２，９９９，１９１施設運営事業費用１，６４５，７３８，２１７２，３０９，７０６，５５３２，２４６，６６５，０３７

６３，０４１，０８９６２，９９８，７６４  営 業 費 用１，６３７，７３０，２４２２，２５６，１６９，２０３２，１９３，１２８，１１４

４２７４２７  営 業 外 費 用８，００７，９７５１９，９６２，９３４１９，９６２，５０７

  特 別 損 失３３，５７４，４１６３３，５７４，４１６

１７，４６９，７４５，１８０４９，１１１，５０５，２１２７，１０３，１１５，５８２合　　　計７，１０３，１１５，５８２４９，１１１，５０５，２１２１７，４６９，７４５，１８０
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３　平成２５年度予算の概要
　�　経営業務
　　　各事業の収益予定額及び提供施設量は、次のとおりである。

　　　（注）面積は、有効面積である。
　�　建設改良事業

ア　上屋整備事業
　金城ふ頭６号上屋屋根裏の改修に着手するものである。

イ　貯木場整備事業
　　木場金岡ふ頭貯木場こう門受変電設備の改修を行うものである。
ウ　荷役機械整備事業
　　飛島ふ頭北４号起重機電気設備の改修を行うものである。

　�　平成２５年度名古屋港管理組合施設運営事業会計予算
　（総　則）
第１条　平成２５年度名古屋港管理組合施設運営事業会計の予算は、次に定めるところによる。
　（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入
第１款  施　設　運　営　事　業　収　益 ２，５４４，０００千円
第１項  営 業 収 益 ２，５４０，７４１千円
第２項  営 業 外 収 益 ３，２３９千円
第３項  特 別 利 益 ２０千円

支　　　　　　　　　出
第１款  施　設　運　営　事　業　費　用 ２，５１１，０００千円
第１項  営 業 費 用 ２，４５１，６３６千円
第２項  営 業 外 費 用 ４１，０１０千円
第３項  特 別 損 失 ８，３５４千円
第４項  予 備 費 １０，０００千円

　（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額８９４，９７０千円
は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５，０００千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２８，０００
千円及び過年度分損益勘定留保資金８６１，９７０千円で補てんするものとする。）。

収　　　　　　　　　入
第１款  資　 本　 的　 収　 入 ３０千円
第１項  固 定 資 産 売 却 代 金 １０千円
第２項  寄 附 金 １０千円

提 供 施 設 量収 益 額区 分
円

一般使用 ２３棟 （ ９１，０９３㎡）
専用使用 １８棟 （ ３９，１８６㎡）
一般使用 １か所 （ ５０３，４５０㎡）
専用使用 ７か所 （ ９９５，４３０㎡）
 １０基

１，０４７，７５０，０００

３７０，０５４，０００

１，０１９，１９５，０００

上 屋 運 営 事 業

貯 木 場 運 営 事 業

荷役機械運営事業

備　　　考事　　　　　　項施　　　　設区　　　　分
平方メートル

９１，０９３一般使用許可面積

上　　　　　屋　　　　４１棟

事　　業　　量

平方メートル

３９，１８６専用使用許可面積

平方メートル

５０３，４５０一般使用許可面積　

貯　　木　　場　　　８か所 平方メートル

９９５，４３０専用使用許可面積

時間

１０，３９３ 使 用 時 間荷　役　機　械　　　　１０基

千円
施設維持補修工事及び
 上 屋 等 整 備 工 事

施設の維持補修及び施設の増
補・改良工事

１，００６，９００
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第３項  そ　の　他　資　本　的　収　入 １０千円
支　　　　　　　　　出

第１款  資　 本　 的　 支　 出 ８９５，０００千円
第１項  建 設 改 良 費 ６８３，７００千円
第２項  固 定 資 産 購 入 費 ３１０千円
第３項  企 業 債 償 還 金 ２１０，９９０千円

　（債務負担行為）
第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　事　　　項　　　　　　　期　　　間　　　　　限　度　額
 上 屋 整 備 費 平成２６年度 １１９，０００千円

　（一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。
　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費
の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職員給与費　　　　　４３２，１６１千円
　（たな卸資産購入限度額）
第８条　たな卸資産の購入限度額は、２０，０００千円と定める。

　　　名古屋港管理組合埋立事業会計の業務の状況
１　事業の概況
�　経営業務
　この期間中の収入は、受取利息、埋立地貸付料等による１２６，３４９，９９６円である。
　これに対する支出は、一般管理費、維持補修費、一般会計負担金等の１６１，３８１，６９０円である。

�　造成事業
ア　南部地区事業
　　この期間における事業の概要は、橋梁点検調査を行った。
イ　西部地区事業
　　この期間における事業の概要は、西部第２貯木場跡地において用地整備工事を行った。
ウ　南５区事業
　　この期間における事業の概要は、橋梁点検調査を行った。

２　経理の状況
�　平成２４年度予算に対する執行済額

備　　　　　考執　行　済　額予　算　額区　　　　分
円円

２９３，８９４，７１１
２６５，３７１，１２３

２８７，０００，０００
３１４，０００，０００

（収益的収入及び支出）
埋 立 事 業 収 益
埋 立 事 業 費 用

１，４９４，６９７，７４３
１，１７６，０７５，５０１

１，４８９，０００，０００
１，６４１，５４２，０００

（資本的収入及び支出）
資 本 的 収 入
資 本 的 支 出
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　�　埋立事業会計合計残高試算表
平成２５年３月３１日現在　

貸　　　　　　　　方
勘　定　科　目

借　　　　　　　　方

残　　高合　　計当　　期当　　期合　　計残　　高
円円円円円円

１，１１４，０４９，１５８１，１０９，８１０，０６６固　定　資　産７，２０８，１２２，３４４６，０９４，０７３，１８６

４，４３３，７５８１９４，６６６  有形固定資産４，８６３，１９４４２９，４３６

１，１０９，６１５，４００１，１０９，６１５，４００  投 資７，２０３，２５９，１５０６，０９３，６４３，７５０

３７，７４８，８５３，８１３１０８，９００，２８２土　地　造　成８６６，６９８，２７９１１２，９９２，７９０，３１３７５，２４３，９３６，５００

  完 成 土 地７８６，６７９，７７８７８６，６７９，７７８

３７，７４８，８５３，８１３１０８，９００，２８２  未 成 土 地８６６，６９８，２７９１１２，２０６，１１０，５３５７４，４５７，２５６，７２２

６，６７３，８２３，３８２４，０７０，１８１，６９４流　動　資　産４，９８０，２２８，４６０１８，６９４，３１２，４３７１２，０２０，４８９，０５５

２，２５２，７２９，２３８７６６，６５２，１８５  現 金 ・ 預 金２，３７６，３７２，３８５１４，２４４，４７０，９７２１１，９９１，７４１，７３４

３，１９３，５１２，０２０２，３７６，３７２，３８５  未 収 金２，２５０，９５３，３５１３，１９５，２６３，３４１１，７５１，３２１

１，１９９，６９５，３００８９９，７７０，３００  有 価 証 券２９９，９１９，９００１，１９９，６９５，３００

２２，０１２，９００２２，０１２，９００  前 払 金４７，６０８，９００４７，６０８，９００２５，５９６，０００

５，８７３，９２４５，３７３，９２４  その他流動資産５，３７３，９２４７，２７３，９２４１，４００，０００

５９，８７０，１４０，０６１５９，８７０，１４０，０６１固　定　負　債

５９，４５３，７９５，０６１５９，４５３，７９５，０６１  前 受 金

４１６，３４５，０００４１６，３４５，０００  その他固定負債

６１３，７８５，７０５２，８９２，８３０，８２３１，３７５，４１５，６６６流　動　負　債７８２，３４９，２７５２，２７９，０４５，１１８

５９８，０５３，０１８２，８５０，７８２，２５６１，３６１，６９０，５９９  未 払 金７６６，６５２，１８５２，２５２，７２９，２３８

１５，７３２，６８７４２，０４８，５６７１３，７２５，０６７  その他流動負債１５，６９７，０９０２６，３１５，８８０

３１，９３９，４３７，１９０３１，９３９，４３７，１９０資　　本　　金

３１，９３９，４３７，１９０３１，９３９，４３７，１９０  自 己 資 本 金

９０９，６３２，９４８９０９，６３２，９４８剰　　余　　金

３，１０８，８９４３，１０８，８９４  資 本 剰 余 金

９０６，５２４，０５４９０６，５２４，０５４  利 益 剰 余 金

２９０，４０５，９８９２９４，４５３，７３７１２９，０４２，６５６ 埋立事業収益２，６９２，６６０４，０４７，７４８

２９０，４０５，９８９２９４，４５３，７３７１２９，０４２，６５６  営 業 外 収 益２，６９２，６６０４，０４７，７４８

３，３４０，９７１３，３４０，９７１ 埋立事業費用１６４，７２２，６６１２６８，２４４，１２３２６４，９０３，１５２

３，３４０，９１９３，３４０，９１９  営 業 費 用１６４，７１４，２６１２４８，８４３，４２３２４５，５０２，５０４

５２５２  営 業 外 費 用８，４００１９，４００，７００１９，４００，６４８

９３，６２３，４０１，８９３１４１，４４６，５６２，０８３６，７９６，６９１，３３５合　　　計６，７９６，６９１，３３５１４１，４４６，５６２，０８３９３，６２３，４０１，８９３
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３　平成２５年度予算の概要
　�　経営業務

　埋立事業収益は、受取利息、埋立地貸付料等で２７９，０００千円を予定している。
　埋立事業費用は、一般管理に要する費用である一般管理費、清算地区施設の維持補修に要する費用である維持補修費、
共通経費等一般会計への負担金である一般会計負担金等で３９８，０００千円を予定している。

　�　造成事業
　南部地区においては、南部地区維持管理等を予定している。
　西部地区においては、西部第１貯木場跡地、西部第２貯木場跡地及び稲永第２ふ頭地先の整備等を予定している。
　南５区においては、南５区維持管理等を予定している。

　�　平成２５年度名古屋港管理組合埋立事業会計予算
　（総　則）
第１条　平成２５年度名古屋港管理組合埋立事業会計の予算は、次に定めるところによる。
　（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

用地整備　　　　　８，６００平方メートル
　（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入
第１款  埋 立 事 業 収 益 ２７９，０００千円
第１項  営 業 外 収 益 ２７８，９７０千円
第２項  特 別 利 益 ３０千円

支　　　　　　　　　出
第１款  埋 立 事 業 費 用 ３９８，０００千円
第１項  営 業 費 用 ３６５，０３９千円
第２項  営 業 外 費 用 ２２，９３１千円
第３項  特 別 損 失 ３０千円
第４項  予 備 費 １０，０００千円

　（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，４３３，０００千
円は、繰越工事資金で補てんするものとする。）。

収　　　　　　　　　入
第１款  資 本 的 収 入 ４８６，０００千円
第１項  雑 収 入 ３８５，５５６千円
第２項  貸 付 金 返 還 金 １００，４４４千円

支　　　　　　　　　出
第１款  資 本 的 支 出 １，９１９，０００千円
第１項  南 部 地 区 埋 立 事 業 費 １８，９００千円
第２項  西 部 地 区 埋 立 事 業 費 １，５４１，３００千円
第３項  南 ５ 区 埋 立 事 業 費 ４４，４００千円
第４項  総 係 費 ２８２，４３０千円
第５項  雑 支 出 ３１，９７０千円

　（一時借入金）
第５条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。
　（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　各項に計上した給料、手当及び法定福利費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各
項の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費
の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職員給与費　　　　　２９１，１１０千円
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訓 令
訓 令 第 四 号

組 合 内 一 般

　 名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 部 局 組 織 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 の 施 行 に 伴 う 関 係 訓 令 の 整 備 等 に 関 す る 規 程 を 次 の よ う に 定

め る 。

　 　 平 成 二 十 五 年 七 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者 　 　 　 　 　 　 　

愛 知 県 知 事 　 大 村 　 秀 章 　

　 　 　 名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 部 局 組 織 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 の 施 行 に 伴 う 関 係 訓 令 の 整 備 等 に 関 す る 規 程

　 （ 名 古 屋 港 管 理 組 合 公 印 取 扱 規 程 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 　 名 古 屋 港 管 理 組 合 公 印 取 扱 規 程 （ 昭 和 三 十 六 年 訓 令 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 　 　 　 「

　 　  　 　 　 「  

　 　 　 　 　 　 　 　

　
　 　 　 　 」

　 　 　 　 」

　 （ 工 事 施 行 規 程 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 　 工 事 施 行 規 程 （ 昭 和 三 十 九 年 訓 令 第 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 四 十 五 条 第 三 項 中 「 室 長 」 の 下 に 「 、 理 事 」 を 加 え る 。

　 （ 名 古 屋 港 管 理 組 合 監 察 規 程 の 一 部 改 正 ）

第 三 条 　 名 古 屋 港 管 理 組 合 監 察 規 程 （ 昭 和 四 十 年 訓 令 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 一 条 の 二 第 三 項 及 び 第 四 項 中 「 室 長 」 の 下 に 「 、 理 事 」 を 加 え る 。

　 （ 名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 決 裁 規 程 の 一 部 改 正 ）

第 四 条 　 名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 決 裁 規 程 （ 昭 和 四 十 年 訓 令 第 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 二 条 中 第 十 三 号 を 第 十 四 号 と し 、 第 六 号 か ら 第 十 二 号 ま で を 一 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 五 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

　 　 六 　 理 事 　 規 則 別 表 第 四 に 掲 げ る 理 事 を い う 。

　 第 三 条 第 十 号 及 び 第 十 一 号 の 二 、 第 七 条 第 一 項 及 び 第 三 項 、 別 表 第 一 （ 共 通 事 務 ） の 表 専 任 副 管 理 者 専 決 事 項 の 欄 第 九

号 及 び 第 十 一 号 並 び に 部 長 及 び 室 長 専 決 事 項 の 欄 第 九 号 並 び に 別 表 第 二 （ 個 別 事 務 ） の 表 二 総 務 部 の 表 職 員 課 の 項 専 任 副

管 理 者 専 決 事 項 の 欄 第 二 号 及 び 第 四 号 、 部 長 専 決 事 項 の 欄 第 九 号 並 び に 課 長 専 決 事 項 の 欄 第 二 号 中 「 室 長 」 の 下 に 「 、 理

事 」 を 加 え る 。

　 別 表 第 二 （ 個 別 事 務 ） の 表 四 建 設 部 の 表 管 理 課 の 項 専 任 副 管 理 者 専 決 事 項 の 欄 第 五 号 中 「 四 億 円 未 満 」 を 削 り 、 同 欄 第

六 号 を 削 り 、 同 項 部 長 専 決 事 項 の 欄 第 五 号 中 「 で 、 か つ 、 変 更 後 の 金 額 が 四 億 円 未 満 」 を 削 る 。

　 （ 事 務 改 善 委 員 会 規 程 の 一 部 改 正 ）

第 五 条 　 事 務 改 善 委 員 会 規 程 （ 昭 和 四 十 年 訓 令 第 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 五 条 第 一 項 第 一 号 中 「 担 当 部 長 」 を 「 理 事 、 担 当 部 長 」 に 改 め る 。

　 （ 名 古 屋 港 管 理 組 合 行 政 文 書 管 理 規 程 の 一 部 改 正 ）

第 六 条 　 名 古 屋 港 管 理 組 合 行 政 文 書 管 理 規 程 （ 平 成 二 十 一 年 訓 令 第 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 二 十 一 条 中 「 室 長 」 の 下 に 「 、 理 事 」 を 加 え る 。

　 　 　 附 　 則

　 こ の 訓 令 は 、 平 成 二 十 五 年 七 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

部 の 庶 務 担 当 課 の 長 及 び 企 画 調 整 室 担 当 課 長（ 調 整 担 当）部（ 室） 長 印別 表 中

部 の 庶 務 担 当 課 の 長 及 び 企 画 調 整 室 担 当 課 長（ 調 整 担 当）部（ 室） 長 印

を

同理 事 印

に 改 め る

。
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辞 令

氏　　　　名旧新

近 藤 隆 之

（６月１９日）

名古屋港管理組合副管理者

６月１１日招集された定例名古屋港管理組合議会は、会期を１日と決定し、同日議事終了閉会した。
付議事件等及びその結果は、下記のとおりである。

記
１　議長選挙

久　野　浩　平　議員当選
２　副議長選挙

黒　川　節　男　議員当選
３　常任委員会委員の選任
 企画総務委員会 佐　波　和　則
  山　田　ま　な
  加　藤　　　修
  寺　西　むつみ
  佐　藤　健　一
  平　岩　　　登
  安　藤　正　明
  堀　嵜　純　一
  須　�　か　ん
  中　里　高　之
  坂　野　公　壽
  木　藤　俊　郎
  山　口　清　明
  高　橋　正　子
  久　野　浩　平
 港営建設委員会 渡　辺　房　一
  藤　原　宏　樹
  西　川　厚　志
  中　根　義　高
  石　�　吾歩路
  林　　　なおき
  金　庭　宜　雄
  園　田　晴　夫
  高　桑　敏　直
  丹　羽　ひろし
  舟　橋　　　猛
  澤　田　丸四郎
  堀　場　　　章
  三　輪　芳　裕
  黒　川　節　男
　なお、委員長及び副委員長は、各委員会において互選の結果、次のとおり決定された。

　企画総務委員会  委 員 長 中　里　高　之
  副委員長 安　藤　正　明
　港営建設委員会  委 員 長 西　川　厚　志
  副委員長 三　輪　芳　裕
４　国際競争力強化特別委員会設置について 可　　決
 閉会中継続調査
５　同特別委員会委員の選任
  渡　辺　房　一
  佐　波　和　則
  藤　原　宏　樹
  西　川　厚　志

議 会 事 項
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  山　田　ま　な
  加　藤　　　修
  中　根　義　高
  石　�　吾歩路
  寺　西　むつみ
  佐　藤　健　一
  林　　　なおき
  平　岩　　　登
  安　藤　正　明
  堀　嵜　純　一
  須　�　か　ん
  金　庭　宜　雄
  園　田　晴　夫
  高　桑　敏　直
  中　里　高　之
  丹　羽　ひろし
  坂　野　公　壽
  木　藤　俊　郎
  舟　橋　　　猛
  山　口　清　明
  澤　田　丸四郎
  堀　場　　　章
  高　橋　正　子
  三　輪　芳　裕
  黒　川　節　男
  久　野　浩　平
６　副管理者選任の同意について 同　　意
７　監査委員選任の同意について（組合議会議員） 同　　意
８　監査委員選任の同意について（愛知県監査委員） 同　　意
９　特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正について 原案可決
１０　職員の退職手当に関する条例の一部改正について 原案可決
１１　各常任委員会における閉会中の継続調査について 可　　決
１２　議員派遣について 可　　決

発行所　名古屋市港区港町１番１１号

名古屋港管理組合

名古屋港管理組合副管理者山田孝嗣は、平成２５年６月１８日任期満了した。

雑 報


